





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 0．7 0．50．4 0．3 02　　　0．1
　　　　　　　　売上占有率
成長率と占有率と自己資本比率（製品差の多い業界）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　聯麟：：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊売上占有率は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2位の会社を“1”として計算
売上占有率
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　事業部制自体も製品の技術的な相違による
分業であり，必ずしも同じ用途や同じ競争的
環境による区分ではない。そこで，事業部制
とは別に，戦略事業単位（strategic　business
unit，　SBU）を設けて，その単位ごとに異っ
た戦略計画をたて，また資源配分を行なう。
このような事業単位は，共通の市場によって
まとめられる。それはいくつもの事業部をま
とめたものである場合もあれば，事業部と同
じものである場合もあれぽ，また事業部のな
かの一部門である場合もある（GEは，約40
の事業部をもち，また約40の戦略事業単位を
もっているが，両者が重なっているのは約半
分である）。
　戦略事業単位の責任者はしたがって事業部
長とは別に，グルf・一一プの長や，部門の長が任
命されることがある。さらに企画部門にも戦
略事業単位を担当する担当者がいる。
　戦略事業単位のなかではさらに製品ごとに
PPM上の位置が与えられて，それに応じた
標準戦略がとられる。
　組織の構造も，経営者への賞与の支給のし
かたも製品ごとに異ることはすでにのべた通
りであるが，このような方針自体も集権化で
あるといえよう。
4　業界の成長率と占有率と業績と
　　の実態調査
　我国では，業界成長率と占有率と業績との
関係はどうなっているか。ここで業績を，総
資本利益率と，自己資本の割合とによって測
定する。何故ならぽPPMはこの2つを重視
するからである。
　第10－1表以下はその調査の結果である。こ
の調査は，各製品の特性を明らかにするため
に，多角化のレペルの低い業界を選び，業界
の特性即ち製品の特性となるように選定した。
14の業界の53社を対象とした。第10－1表と第
11－1表とは製品差の少い業界の分析であり第
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　第12表　PPMの主張する一般的傾向
A　総資本利益率　　　B　財務流動性
△
○
×
X
△
◎
X
△
　×は低く，△は中位　　　×は低い自己資本比率
　○は高い利益率を示す　　△は中位，○は高く
　　　　　　　　　　　◎は最高の自己資本比
　　　　　　　　　　　率を示す
10－2表と第11－2表とは，製品差の大きい業界
の分析である。総資本利益率は，利子前，税
前の利益と総資産との比率である。時点は，
昭和46年と48年との平均値をとった。自己資
本比率は，昭和48年のデータによる。業界の
成長率は，物量又は，実質価格に修正した成
長率，即ち実質成長率により，主として昭和
43年から48年までの5年間の成長率によった
（一部は10年間の成長率をとった）。占有率は，
業界第2位の会社の占有率を1としてそれに
対する倍率であらわしている。
　成長率10％で区分したのは，48年までの国
民総生産の実質成長率の平均が約10％であっ
たからである。占有率0．9で区分したのは，
会社の数がほぼ等分され，かつ，業績の差が
ややあると見られたからである。
　さてPPMの原則によると，4つにわけた
領域ごとの業績は，第12図のAのようであり，
資金繰りと自己資本比率とはBのようである
はずである。
　第10－1表は，製品差の少い業界の，領域ご
との利益率を示し，ほぼPPMの主張する第
12表Aのようになっている。しかし，成長率
の非常に高い合繊については，占有率の低い
企業も高い企業もほぼ同じような業績を示し
ている。これはどの会社もほぼ最低規模以上
の生産規模になっており，それ以上になって
も原価が下らないためであろう（ビールは製
品差別化のある製品であるが，便宜上ここに
入れた）。
多角化の原理について（河野）
　第10－2表は製品差の多い業界である。ここ
では一般的に高い利益率を得ている。そして
ここでは，次のような傾向がみられる。
　（イ）製品差が大きく，かつ生産規模の利益
があまり重要でない業界である製薬と医薬品
では，占有率が低くても高い利益率をえてい
る。ここでは占有率よりも，製品差別化の方
が重要であるようにみえる。これは正確には
次のように言った方がよいかも知れない。即
ち製品差別化によって独占市場をつくり，そ
のブランドでは占有率が高いような状態をつ
くることが有利であると。
　（ロ）製品差が大きく，かつ生産規模の利益
が大きいような業界，例えば自動車のような
業界では，高い占有率は高い利益をもたらす。
　㊨　花形製品の領域即ち高い成長率，高い
占有率の領域でも高い利益率をえている。こ
のことは，次にのべるように高い成長率でも
資金が豊かになる可能性をもっている。
　次に財務流動性をみてみる。財務流動性は，
自己資本比率で測定しうるであろう。資金繰
りをあらわす「正味のキャッシュフロー」は，
利益と減価償却との合計（これが通常のキャ
ッシュフローである）から，拡張のための新
投資を差引いたものであり，フローである。
自己資本比率はストックである。しかし資金
繰りの良否は自己資本比率に沈澱し，また自
己資本比率は，外部資金調達の可能性と関係
がある（PPMでは，外部よりの資金調達を
あまり重視しない）。
　（イ）製品差の少い業界について，4つの領
域ごとの自己資本比率を表にしたものが第
10－1表である。この表によると，自己資本比
率は，占有率と関係があるが，成長率とは関
係があまりないと言える。業界の成長率が高
い場合にも占有率が高けれぽ高い自己資本比
率の企業がみられる。
　（ロ）製品差の高い業界の状態は第10－2表に
みられる。ここでは一般的に自己資本比率が
製品差のない業界（第10－1表）よりも良い。
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そしてここでも成長率の高い業界の自己資本
比率はよい。PPMの用語で言えば，牛乳ば
かりでなく，スター製品も資金繰りがよいの
である。これは高い成長率が高い利益率をも
たらすためである，と思はれる。
　結局，自己資本比率は，スターでも牛でも
あまり変らず，むしろスターの方がよい場合
がある。しかし占有率と自己資本比率とは関
係がある。
　以上の分析から，PPMを批判的に検討し
てみると次のようになろう。
　第一に，我国でも占有率の高い製品（この
調査では企業）は，高い利益率と，よい自己
資本比率をもたらす傾向がある。この傾向は，
絶対値としてみてもそうであり，また相対的
にみてもそうである。過大規模の不経済は理
論的に言われるが，その実証が困難であると
ベイン（J．S．　Bain，1959）がのべているが事
実その通りである。
　第二に，しかしながら，製品差の大きな業
界では，占有率が小さくとも収益性と自己資
本比率が高い。例えぽ医薬品，菓子，などが
これに当る。これは占有率よりも，差別化さ
れた独特の製品をもってその製品について独
占的市場をつくることが有利であることを示
す。つまり，占有率は差別化によってつくり
出すことができる。
　第三に，我国では収穫製品よりもむしろ花
形製品が収益力を支え，また資金を生み出す
中核的製品になるのではないか。それは以上
の4つの表でみるように，花形製品をもつ企
業は収益力もよく自己資本比率が高い。それ
は日本の場合には高い経済成長のなかにあり，
また年功序列賃金と年々のペースァップとに
ょって賃金単価が毎年上昇してゆく。このた
め低い成長率の製品の収益性は低下するから
である。そして自己資本比率が改善されるか
否かは，収益性と成長率との兼ね合いによる
からである。
　他のPPMの問題点
　以上の実態調査による批判のほか，PPM
は次のような問題点をもっている。
　（イ）それは主として現在の製品をいかに考
えるかということに関する戦略であり，新事
業の開発や，機能別の合理化計画は含まない。
経済成長率が低下した現状においては，現在
製品の合理化こそ重要であるとの前提にたつ。
もっともこの考え方には，製品の改良や，垂
直的統合は入りうる。また多国籍企業経営は，
地域別の単位を一つの戦略事業単位と考えて
この考え方を適用することができる。
　（ロ）　この考え方は，製品相互の補強効果，
即ちシナジーを見ない。製品相互に技術の関
連やマーケティングの関連があるために非常
に有利である場合がある。例えば同じ販売経
路を利用する家庭用電器機具は，もし占有率
が低くとも，いくつかもつことによって販売
経路を強化しうる。それによって一一つの製品
の占有率は低くても他の占有率の高い製品を
支持しうる。PPMの考え方は製造原価指向
的であり，マー一ケティングコストを重視しな
い。
　（A）また占有率を上げ，また収益性を改善
するために，どのような方策をとり，いくら
資源を投入するか。一応の標準戦略はあるが，
このような問題は，PPMとは別箇の問題で
ある。それは一方でマーケティングの問題で
あり，また研究開発と生産技術など，経営の
すべての領域に亙る問題である。それによっ
てどのような方法をとりうるかを知る必要が
ある。さらに，どのくらい資源を投入すれぽ
いかに占有率が増大し，また利益が増大する
かを知るためには，それについての数量的な
関係を示すモデルをもつ必要がある。もしモ
デルがないならば，何らかの方法でそれを推
定する必要がある。例えば投資利益率の予測
はその一つであり，このような伝統的な方法
で，資源の効率を知ることが必要である。し
たがってそれは，これまでの管理の諸方法に
支えられることが必要である。
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　（＝）情報収集のコストと情報のゆがみ，こ
の方策を実行するためには，業界と競争相手，
さらに自社の情報を大量に集めることが必要
になる。とくに製品の位置を，業界の成長率
と占有率との2つだけにたよらず，多数の指
標を用いて業界の魅力度と，自社の競争力を
評価し，この概念にもとついて9つの格∫に
製品の位置づけを行なうときには，その必要
とする情報量は多くなる。
　しかも製品が撤退すべき敗北製品の評価が
与えられるおそれがあるときには，その部門
は撤退をおそれて真実を知らせない場合が起
る。したがって情報の収集にも政治力を必要
とする。
　また撤退すべき製品の位置がもし発表され
ると，その部門に衝撃を与えて，抵抗的行動
を起すおそれがある。企業はそこで，撤退よ
りも何らかの収益性の改善策に転ぜざるを得
ない。ある企業では，これを損失を最小化す
る計画と呼んでいる。
　㈱　我国では終身雇用であるために，上記
のような困難が一そう重大になる。廃止すべ
き製品を廃止することができない。このため
に計画はたてられても，実行することができ
ない。
　PPMと消費者の利益
　PPMによる各企業の合理化は，消費者に
とってどのような効果をもたらすであろうか。
　それは資源の重点配分を目ざし，長期的な
予測にもとついてその経済性を高めようとす
る。それは多角化から専門化に向う傾向をも
ち，各企業の過大な，重複した多角化による
多種少量生産から，集中的な生産への傾向を
もたらす。この結集寡占的な状態に早く移行
するであろう。
　競争行動からみると，非価格競争よりもむ
しろ価格競争を重視する。したがってこの戦
略にょるとき市場価格は低下する傾向をもつ。
また考え方は全体として競争指向的であり，
競争回避的ではない。
多角化の原理について（河野）
　これらの諸点からみて，この考え方による
企業の行動は消費者の利益にむしろ一致する
と考えられる。
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（註A）用途の距離などの測定基準
　1，用途の距離
　次の区分に従って1，2，3の距離をつける。
　　消費財
　　　1……衣食住同じ。用途同じ。補完品，
　　　　　　代替品。
　　　2……衣食住同じ。用途異る。消耗品と
　　　　　　耐久財。
　　　3……衣食住異る。生産財と消費財。
　　　　　　原材料・部品
　　　1……完全代替品。垂直的係関。
　　　2…・・最終用途衣食住同じ　（ナイロンと
　　　　　　テトロソ）。買手産業同じ（銅と
　　　　　　亜鉛）。
　　　3……最終用途衣食住異る。（ナイロンと
　　　　　　肥料）。相手が消費財，設備。最終
　　　　　　用途の産業異る（肥料とセメソト）。
　　設備
　　　1……用途同じ　（工作機械の汎用機と専
　　　　　　用機）。補完品（工作機械と工具）。
　　　2……買手産業が同じ。
　　　3……相手生産財と消費財（重電と家電）。
　　　　買手産業異る。いろいろの用途のもの
　　　　と他と（原動機と産業機械）。
2．技術の距離
　日本標準産業分類の分類による。
　　1……小分類の相違。例201と203
　　2……中分類の相違。例201と345
　　3……大分類の相違。例FとG
　いくつかの製品をまとめて製品構成比となっ
　ている場合には代表品による。
3．マーケティングの距離
　主に販売経路と買手とから測定する。
　　消費財
　　　1……販売経路同じ，最終買手同じ。
　　　2……販売経路異る，買手似る。販売経
　　　　　　路同じで，買手異る
　　　3……生産財。販売経路異る，買手異る。
　　原材料・部品
　　　1……販売経路同じ，買手同じ。
　　　2……販売経路異る，買手似る。販売経
　　　　　　路同じ，買手異る。
　　　3……相手消費財。又は販売経路異る，
　　　　　　買手異る。
　　設備財
　　　1……販売経路同じ，買手同じ。
　　　2……販売経路異る，買手似る。販売経
　　　　路同じ，買手異る。
　　　3……相手消費財。又は販売経路異る，
　　　　買手異る。
　（この調査のために，筆者の助手前川素子さん
と柏倉喜三子さんの長時間に亙っての大量の資料
の整理と計算についての助力を得た。またコンピ
ュー
^ーを用いての計算について青山学院大学助
手森平爽一郎君の協力を得た。）
53
（註B表）各グループ別の業績
　　　　　　　　　売上高倍率（S．46／S．37）のグループ別平均値
T＜0．45
0．45＜T
平均値
U〈O．　45
U〈0．27
H12．95
J1　（2．52）
2．92
O．　27〈U〈0．45
H23．76
J23．88
3．80
3，34
0．45〈U
M＜0．45
A3．54
C（6．02）
3．85
0。45＜M
B　2．68
D3．70
3．35
3．45
平均
2．98
3．71
3．41
平均値
3．16
3．77
ROI（S，45と46の平均）のグループ別平均値
T＜O．　45
0．45〈T
平均値
Uく0．45
U＜0．27
H10．067
J，（0．08）
0．068
0．27〈U〈0．45
H20．084
J20．095
0．087
0．077
0．45＜U
M〈0．45
A　O．082
C（0．04）
0．077
0，45〈M
B　O．057
DO．068
0．064
0。067
平均
0．066
0．066
0．071
平均値
0．071
O．　071
自己資本の割合（S．46下期）のグループ別平均値
T＜0．45
0．45＜T
平均値
U〈O．　45
U＜0．27
Hl　20．6
J1　（36．2）
21．7
O．　27〈U＜O．45
H229．4
J228．7
29．2
25．3
0．45＜U
M＜0。45
A24．2
C（9．1）
22．3
0．45＜M
B　18．4
D　21．2
20．2
平均
20．5
20．　6
20．6
22．5
平均値
22．6
22．4
（註）　かっこ内は一社のみの値．
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